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2025年〜協議中

投資環境 PNG鉱業セクター 産業マップ

Gold Coffee Nickel Cobalt Silver

Lihir・Porgera・Hidden Valley等
粗精製⾦として出荷、
海外精錬所で処理
国内製錬所を計画中
（実現可能性調査中）

Ok Tedi（国営67%）が唯⼀の
操業銅鉱⼭
⽇本との40年取引実績・⻑期
オフテイク継続
Wafi-Golpu等3⼤斑岩が次世代供
給源

Ramu鉱⼭産
（コバルトと同⼀鉱床）
MHP（混合⽔酸化物）を
中国向けに輸出・精錬
ステンレスおよびEV電池向けが
主要⽤途

Ramu鉱床でニッケルと不可分に
産出
EV電池材料として戦略的重要鉱物
単価はニッケルの3〜5倍

Hidden Valley・Porgera等で
随伴産出
国内精錬能⼒なし、
海外精錬所経由で処理
半導体・太陽光向け産業⽤として
需要拡⼤中

製品の特⻑ ― 2024年⽣産量サマリー（鉱種別）

14.3%
鉱業 GDP⽐

鉱業がGDPに占める割合（2022年）

48%
鉱物・⾦属／総輸出シェア

PNG輸出全体に占める鉱業の割合（2024年・PNG輸出の中核）

$44億
鉱業セクター経済貢献

K17 billion相当（2024年PNG名⽬GDP約325億USDのうち）

関連規制・政策および留意点

2025年鉱業法改正案・4つの抜本改⾰
Mining Bill 2025

2025年所得税法
Income Tax Act 2025

下流加⼯政策
Take Back PNG

地権者開発合意
Community Development Agreement（CDA）

2026年1⽉施⾏ 進⾏中 義務化

銀銅 ニッケル コバルト⾦

重要鉱物 35鉱種 分類と操業中鉱⼭の鉱物・⽣産量・権益構成

約 40 t/年
年間⽣産量

約 103,000t/年
年間⽣産量

約 28,669 t/年
年間⽣産量

約2,625 t/年
年間⽣産量

約 94 t/年
年間⽣産量

国家持分30%取得権＋ロイヤルティ5%
→ JV設計でPNG国営企業の参画が前提となった

⽣産物50%の国内製錬供給義務
→ 製錬所投資・オフテイク契約を早期検討

鉱業権更新に拒否要件追加
→ 地権者・政府関係を操業前から継続維持

CGT（キャピタルゲイン税）15%新設
→ 持分売却時の税コスト増を出⼝戦略に織込む

⽀店利益税15% 
→ 現地法⼈化の税メリットを試算・⽐較

技術⼿数料等の源泉徴収を広義化
→ ロイヤルティ・技術料の契約条件を再精査

国内⾦製錬所建設の促進
→ 国営企業へパートナーとして要早期打診

Basamukニッケル製錬所合弁（MCC・KMHL）
→ ⽇本勢の参画余地を官⺠で検討

Central Cement &amp; Lime に経済特区指定
→ SEZ優遇を活⽤した下流加⼯投資を検討

SML（特別採掘権）設定はCDA・LTLC（地権者
合意・⼟地使⽤合意）が前提

→ 進出前から地権者との交渉の必要性
国⼟の95〜97%が慣習地

→ ⼟地交渉リスクを事業化評価に必ず計上

出典︓各鉱⼭運営企業IR（Newmont／Harmony／K92／Barrick／St Barbara／MCC／Ok Tedi）／ ICMM Mining Contribution Index 2022 ／ IMF WEO ／ World Bank Mineral Rents ／ UN Comtrade 
PNG MRA Annual Report 2024 ／ PNG Mining Act 1992 ／ Mining Bill 2025 公開協議稿 ／ Income Tax Act 2025 ／ PwC PNG Tax Summary

鉱物 鉱⼭ ⽣産量 (2024) 権益構成 (国籍別)
銅・⾦ Ok Tedi 銅 103,000 t⾦約 8.3 t PNG国営 67% ／地権者 33%
⾦ Porgera 約 5.8 t (2024年・再稼働初年) 加 24.5% ／中 24.5% ／ PNG 51%
⾦ Lihir 約 19.1 t ⽶ 100%
⾦・銀 Hidden Valley ⾦約 4.6 t銀約 94 t 南ア 100%
⾦ Kainantu 約 4.7 t 加 100%
⾦ Simberi ⾦硫化物鉱⼭拡張実現可能性調査実施中 豪 80% ／ PNG 20%

Ni・Co Ramu Ni 28.7 ktCo 2.6 kt 中 85% ／加 8.6% ／ PNG 6.4%マクロ経済指標

A
操業中
⾦・銅・銀・ニッケル(Ni)
コバルト(Co) B

有望案件あり
モリブデン(Mo)・チタン(Ti)
バナジウム(V) ・ジルコニウム
(Zr)・ハフニウム(Hf)

C
⽰唆レベル
希⼟類元素(REE) ・⽩⾦族
(PGM) 天然⿊鉛・シリコン(Si)
・マンガン(Mn)

D
有意な情報なし
タングステン(W)・リチウム(Li)・
ガリウム(Ga)・ゲルマニウム(Ge) 等
A・B・C 分類以外のレアメタル
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市場ポテンシャル

PNGの地政学的
・地経学的な強み

⽇本企業の参⼊余地5領域

鉱物資源庁
役割︓鉱業権発給・ロイヤルティ 鉱
⼭安全監理・鉱業政策⽴案
Mining Bill策定（旧MPGM）

クムル鉱物持株会社（国営）
役割︓ JV窓⼝
（Ok Tedi 67%等を保有）

投資促進庁
役割︓外国企業証明（FEC）
会社登記

環境保護庁
役割︓ EIA（環境影響評価）
環境許認可付与

KMHL
Kumul Minerals 
Holdings Limited

MRA
Mineral 

Resources 
Authority

CEPA
Conservation and 

Environment 
Protection 
Authority

PNG鉱業セクター 産業マップ

★は参⼊余地の相対的⼤きさ（5段階）

⾦融下流加⼯（製錬・精錬） 鉱⼭機材・保守 環境権益取得・オフテイク
★★★★★
オフテイク=鉱産物の⻑期引取契約
Wafi-Golpu／Frieda River／Yandera
等、最終投資決定前案件あり。中国企
業が積極関与、⽇本の権益は限定的。
参⼊仮説

FID前案件への共同探鉱パートナーシッ
プ形成
⻑期オフテイク契約の優先的更新交渉
国営KMHLとの合弁による権益取得

想定競合
中国（Zijin／MCC／PanAust）、オーストラ
リア（Newmont）、カナダ（Barrick）等

★★★★★
最⼤の参⼊余地
PNG政府「Take Back PNG」で国内製
錬・精錬の整備が国策化。国内製錬能
⼒は極⼩。

Ni中間品の対⽇輸出・国内製錬ルート確
⽴
EPC（設計・調達・建設）の⼀括受注
副産物回収ノウハウの技術移転

中国（MCC）、韓国（Korea Zinc）、ベルギ
ー（Umicore）、フィンランド（Outotec）
等

★★★★★
既存基盤あり
⼤⼿建機メーカー（⽇本）進出済み。
中国系が低価格攻勢を仕掛けている。

電動・⾃動運転ダンプの導⼊
鉱⼭の保守管理

アメリカ（Caterpillar）、ドイツ
（Liebherr）、スウェーデン（Sandvik／
Epiroc）、中国（SANY／XCMG）等

★★★★★
規制強化トレンド
CDA (地権者開発合意)義務化／
FORGE（重要鉱物多国間枠組）発⾜。
⽇⽶豪欧の協調枠組み形成中。

DSTP（海底堆積尾鉱処分）代替として
のドライスタック（尾鉱の陸上乾式積置
き）技術移転
衛星・ドローン活⽤の環境モニタリング

オーストラリア（Worley／SGS）、欧州（
DNV／Bureau Veritas／Umicore）、アメリ
カ（Bechtel）等

★★★★★
他国実績先⾏
中国Eximbankが17年期限US$13億融
資実績。豪EFAがAUD40億Critical 
Minerals Facility管轄。

メガバンク協調融資による資源ファイナ
ンス組成
現地通貨（キナ）建てローン活⽤の検討

中国（China Exim／AIIB）、オーストラリア
（EFA）、アメリカ（US EXIM／CTEP）等

銅サプライチェーン（PNG→⽇本） Ok Tediの銅精鉱は⽇韓独印⽐の5ヶ国製錬所に分散オフテイク

市場動向︓最終投資決定前案件（Wafi-Golpu／Frieda River／Yandera）への参画／⻑期オフテイク更新／政府系⾦融機関の資源⾦融

①採掘
Ok Tedi （国営67%）

②選鉱
Ok Tedi 選鉱プラント

③輸送
海上輸送

④製錬
⽇韓独印⽐⼤⼿⾮鉄製錬

⑤消費
電線・⾃動⾞建設⽤途

①採掘
Lihir/Porgera Hidden Valley等

②粗精製
ドーレバー化Au 80-90%

③輸送
海上輸送

④第三国精錬
豪Perth Mint LBMA認証

⑤消費
宝飾・産業⽤投資需要

⾦サプライチェーン（PNG→豪精錬→⽇本） 粗精製⾦（ドーレバー）で出荷→豪Perth Mint等で精錬→⽇本へ輸出

市場動向︓国内⾦製錬所（KMHL主導・実現可能性調査最終化段階）が稼働すれば、第三国精錬を経由しない直接ルート構築可能

IPA
Investment 
Promotion 
Authority

鉱種別 サプライチェーン（⾦ / 銅）

シーレーン上に⽴地し
対東アジア海上輸送の安定性に寄与
⽇⽶豪の重要鉱物連携（FORGE）の
候補産地
特定国依存を低減する
フレンドショアリングの受け⽫

出典︓Ok Tedi Mining Ltd IR ／ Wood Mackenzie Copper Outlook ／ S&P Global Commodity Insights ／ LME公式 ／ 財務省貿易統計 2024年確報 ／ UN Comtrade ／ Bloomberg ／ Nikkei Asia 
各社IR ／ Business Advantage PNG Mining & Energy 2025/26 ／ China Eximbank ／ Export Finance Australia

PNG側 主要カウンターパート
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関連政策
中期開発計画IV（2023〜2027）

投資環境 PNG農林業セクター 産業マップ

Cacao Coffee Vanilla Timber Livestock
農業輸出の約20%を占める
重要品⽬
⼩規模農家主体（約85%）
東ニューブリテン州・ブーゲンビル州が
主産地
⻄アフリカ不作で国際価格が
史上最⾼値圏
主要集荷︓NGIP Agmark, Outspan

農業輸出の約13%・農村労働の
30%が従事
⼩規模農家主体（約85%）
主要産地︓ハイランド地⽅（⻄部
⾼原州・ジワカ州・東部⾼原州）
PNG産Arabicaはスペシャルティ評価
が⾼い
主要輸出先︓⽇本・オーストラリア・
欧州

13万農家が・現状は未加⼯で
海外流出
インフラ不⾜で乾燥・精製技術が
皆無
FAO投資試算︓
IRR 33.7%・NPV $6.4M
FAO投資提案額︓$2,430万
（太陽光乾燥等）
有機バニラ⾼付加価値化に
ビジネスチャンス⼤

熱帯⾬林︓世界第3位
林業適地3,000万ha・林業GDP貢
献は1%未満（丸太輸出依存）
丸太輸出禁⽌令︓2025年〜
国内加⼯規制
国営PNG開発持株会社設⽴︓
2026年5⽉（投資窓⼝）
加⼯拠点︓バニモ・ラエ・ポートモレ
スビー

国内⽜⾁⽣産︓1,400〜2,000 t/
年（需要の10%）
輸⼊依存︓年約14,000 t
（豪・NZから輸⼊）
輸⼊代替が最優先の政策課題
輸⼊⽜⾁の約70%は⽸詰⼯場向け
に流通
鶏⾁︓商業⽣産で国内ほぼ⾃給。
成⻑産業への飼料・処理設備・冷
蔵供給に機会

約生産量（年間）
60,000 t/年
主産地

東ニューブリテン州・
ブーゲンビル州、セピック州
主な輸出先

欧州・アジア
主要バイヤー

NGIP Agmark, Outspan

約50〜60千袋/年

⻄部⾼原州・ジワカ州・
東部⾼原州

⽇本・豪・欧州

Monpi Coffee, Kongo Coffee

未集計（未加⼯流出）

東セピック州

インドネシア経由

地場集荷業者（整備中）

丸太 約120万m³/年

⻄部州・セピック州・マダン州、
⻄ニューブリテン州

中国→転換中

PNG開発持株会社
（国営・2026設⽴）

⽜⾁ 1,400〜2,000t/年

ハイランド州・モロベ州

国内⾃給（輸⼊代替）

IAI, 国内⾷⾁加⼯⼯場

製品の特⻑ ― ターゲット品⽬

約16%
名⽬GDP約184億キナに対する貢献度

PNG国家統計局（NSO）2024

15%
農林畜産業輸出額77億キナに対する貢献度

PNG国家統計局（NSO）2024

4.7%
GDP成⻑率予測
2025年・農業牽引

95%
慣習地⽐率

要・慣習地リース契約

農林⽔産業への経済シフトを明記。2033年までに農
業GDP貢献を300億キナへ拡⼤、100万⼈雇⽤創
出を⽬標。外資誘致と国内加⼯を両輪とする。

農畜産業省主管。コーヒー・カカオ等のコモディティ別に
輸出量増・品質向上・バリューチェーン整備の数値⽬
標を設定。

丸太の未加⼯輸出を原則停⽌。国内製材・合板加
⼯を義務付け。国営PNG開発持株会社（2026年5
⽉設⽴）が投資窓⼝。加⼯設備・技術投資に好機。

農業加⼯特化型SEZをシンブ州カラムイ等に整備中。
税制優遇・⼟地確保⽀援。投資促進庁との連携で参
⼊⼿続きを⼀元化し外資参⼊を促進。

国家農業セクター計画（2024〜2033） 丸太未加⼯輸出の原則禁⽌（2025〜） 経済特区整備・外資優遇措置

畜産品コーヒー バニラ ⽊材カカオ

⽣産⾼・基本情報
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ダイレクトトレード課題 ⽇本のビジネスチャンス

市場ポテンシャル

コーヒーのサプライチェーン（事例） 近年の動き︓協同組合・農家が仲買⼈を中抜きし、精製業者・海外バイヤーと直接取引（品質向上・農家収益増）

カカオ
⻄アフリカ不作で国際価格が史上最⾼値圏。PNG産の品質評価が上昇中
Queen Emma Chocolateのダウンストリーム（チョコレート製品化）モデルが先⾏
EUDR対応トレーサビリティ確⽴が輸出継続の必須条件

精密発酵・乾燥技術の提供・品質グレーディング機器の納⼊
有機シングルオリジン⾼付加価値カカオの⽇本直結バイヤー契約
EUDRクリア向けブロックチェーン農場管理システムの導⼊⽀援

コーヒー
PNG産ArabicaはSCA80点超のスペシャルティ評価。⽇本精品市場に⾼適合
Coffee Industry Corporation（コーヒー産業公社）が輸出ライセンス・価格安定機能を担う
Monpi・Kongo Coffee経由の安定調達＋Fair Tradeスキームが有効

スペシャルティコーヒー⼩ロット直接調達・独占販売契約の締結
湿式精製設備（ウォッシング・ステーション）投資・技術指導
農家向けスマートフォン品質記録アプリの導⼊⽀援

バニラ
FAO推計︓適切な加⼯投資でIRR 33.7%・NPV $6.4Mの⾼リターン
現状は未加⼯でインドネシア等へ流出。国内加⼯設備が皆無
「PNG産オーガニックバニラ」として⽇本⾷品・⾹粧品市場での差別化余地

太陽光乾燥設備・キュアリング技術の提供、加⼯⼯場への出資
⽇本⾹料・製菓メーカーとの直接調達JV設⽴
JICAや国連などドナーの農業案件との連携によるFair Trade認証取得⽀援

⽊材
2025年丸太輸出禁⽌で国内製材・合板・CLT等へ強制シフト
Papua New Guinea Development Holdings Limited（2026年5⽉設⽴）が国営投資窓⼝
電⼒・⽔・物流インフラ不⾜が最⼤ボトルネック。インフラ⼀体型投資が必要

省エネ製材機・合板ラインの機器輸出・据付・保守サービス
既参⼊外資企業との合弁による現地加⼯事業の共同展開
FSC認証・合法性証明⽀援（⽇本クリーンウッド法対応）

畜産品
⽜⾁は国内需要の約90%が輸⼊依存（年約14,000t）。輸⼊代替が最優先政策課題
⽸詰⼯場向けに輸⼊⽜⾁約70%が流通。国内⽣産増→加⼯業者への素材供給機会
鶏⾁︓国内での外資の農場所有は規制あり。既存⼤⼿とのJV/資材提供の可能性

省エネ畜舎設備・飼料加⼯システムの提供（輸⼊代替型農業への機材輸出）
⾷品加⼯分野における海外企業との連携の可能性探索
資材・飼料⼯場、畜産・育種、省エネ鶏舎・処理設備の可能性を探索

⽇本企業のビジネスチャンス市場展開⽅法分野

ターゲット品別 市場展開⽅法・⽇本企業のビジネスチャンス

①⽣産・収穫
⼩規模農家（チェリー）

②⼀次加⼯
農家／協同組合

③集荷・運搬
仲買⼈（ミドルマン）

④精製加⼯
精製業者（ドライミル）

⑤輸出・販売
輸出業者・海外バイヤー

インフラ未整備で輸送難、混載でトレーサビリティ喪失 協同組合→精製業者（仲買⼈中抜き）で品質向上＆収益増 湿式精製設備投資・品質記録アプリ・⼩ロット直接調達

出典︓National Statistical Office (NSO) PNG 2024 ／ Food and Agriculture Organization (FAO) ／ Department of Agriculture and Livestock (DAL) PNG ／ Coffee Industry Corporation (CIC) ／
Cacao Board of PNG ／ Investment Promotion Authority (IPA) PNG ／ PNG Forest Authority (PNGFA) ／ World Bank ／ JICA PNG ／ Papua New Guinea Development Holdings Limitedce

農業畜産省｜農業全般・政策・ライセンス
📍 P.O. Box 2033, Port Moresby, NCD 121
📞 +675 321-4630 🌐 agriculture.gov.pg

コーヒー産業公社｜コーヒー輸出・⽣産者登録
📍 P.O. Box 137, Goroka 441, E. Highlands
📞 +675 532-2466 🌐 cic.org.pg

カカオ産業規制庁｜カカオ品質・輸出規制
📍 P.O. Box 532, Kokopo, E. New Britain
📞 +675 983-9131 🌐 cocoaboard.org.pg

投資促進庁｜外資登録・事業認可
📍 Lv1 IPA Haus, Munidubu St, Konedobu
📞 +675 308-4420 🌐 ipa.gov.pg

PNG開発持株会社｜⽊材国内加⼯投資窓⼝
📍 Port Moresby, NCD（2026年5⽉設⽴）
📞 ー（設⽴準備中）🌐 ー

JICA PNGオフィス
📍 2F PWC Haus, Harbour City, Port Moresby
📞 +675 321-2677 🌐 jica.go.jp/png
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投資環境
輸出市場

関連政策

PNG⽔産セクター産業マップ

Fishing Aquaculture Processing Cold Chain & Certification Export Market
漁業⽣産量︓20〜30万t/年 （外国
漁船による遠洋・沖合マグロ中⼼）
EEZ 2.4M km² （南太平洋最⼤）
沿岸漁業（企業漁業と零細漁業によ
るエビ漁業）
主要企業︓ツナ RD Tuna〔⽐〕・
Frabelle〔⽐〕・SSTC〔台・蘭JV〕
（沖合）
エビ・リーフフィッシュ、甲殻類、⾙類
〔ガルフ〕︓NG Marine・United 
Seafood・Tatiduh等

年⽣産約2,500t (⽔産全体の1%）
⼩規模7万漁業・ハイランド80%集中
ティラピア・コイ・バラマンディ・真珠、海
藻、マス
海藻が輸出産品・成⻑分野
飼料現地化・種苗供給が課題

⼯業型︓ツナ⽸詰・ロイン
（ラエ・マダン）
輸出型︓⼲しナマコ・冷凍エビ・活ロブス
ター
国内加⼯率 2025年50%→2030年
100%⽬標
経済特区SEZ︓Vidar 650ha・1万
⼈雇⽤計画
主要企業︓RD Tuna〔⽐〕・Frabelle
〔⽐〕・Majestic〔⽐+泰JV〕
United Seafoods Ltd •
Aquila Enterprise Limited

拠点港︓ラエ・マダン・ウェワワ・ラバウル
漁業＋加⼯＋冷凍の⼀体型が主流
・まき網のカツオ・キハダ漁でMSC認証
（海洋管理協議会の持続可能漁業
認証）を取得済み
FISH Standard 33隻（2023年・中
⻄部太平洋初）
沿岸向け冷蔵物流システムが脆弱
漁獲物の鮮度保持、加⼯技術の不⾜

⽔産輸出総額︓US$4.6億（2023
年）
EU向けマグロ（最⼤の輸出先）︓20
万t超・EPA関税ゼロ
中国=ナマコ・ロブスター
SEZで参⼊する場合、VDS（操業⽇
数管理制度）の優遇措置

HACCP・MSC・トレーサビリティの未発
達

養殖 加⼯ 関連産業漁獲

⽔産バリューチェーンの現状

US$4.6億
⽔産輸出総額

2023年（前年⽐拡⼤）

18%
世界ツナ供給シェア
PNA加盟国最⼤

2.4M km²
EEZ⾯積
南太平洋最⼤

US$8千万
VDS年収⼊（PNG）

PNA全体US$5億

⽣産⾼・基本情報

NFA（国家漁業庁）漁業戦略計画（NFA主管）
2025年漁獲50%国内加⼯、2030年100%⽬標
資源管理・付加価値化・国内雇⽤創出を柱とする10
年計画。

Vessel Day Scheme（PNA加盟8カ国）
ツナ漁業の⽇数管理制度。1⽇US$8〜14千で外国
漁船にアクセス販売、PNGに年US$8,000万の安定
収⼊。PNA（ナウル協定締約国）全体US$5億規
模。

FAO港湾国措置協定への加盟
2024年4⽉、PNGは第78番⽬の締約国として
PSMA（寄港国措置協定／違法・無報告・無規制
漁業を防⽌・抑⽌・排除するための寄港国の措置に関
する協定）に加盟。IUU漁船のPNG港湾⼊港拒否
権を獲得し、IUU対策⽔準に整合。

⽔産加⼯特化型SEZ（Vidar 650ha）
経済特区SEZ計画。⽸詰・加⼯⼯場10施設、冷凍施
設、造船所、飼料⼯場等。1万⼈雇⽤創出⾒込み。

ツナ国内産業化政策（Tuna Domestication）
外国まき網（DWFN）を国内化し、陸上加⼯を誘致
。陸上投資企業を優先・未投資船は段階的に制限。
国内加⼯50%(2025)→100%⽬標。

養殖開発政策・沿岸/海⾯養殖ロードマップ
NFA養殖ユニット所管。「沿岸漁業・海⾯養殖ロードマ
ップ2017-2026」を指針に政策⾒直し中。産業化・
⾼付加価値化・⾷料安保が⽬標。

MTDP IV（中期開発計画 2023–2027）︓国家開発計画。漁業の⽣産性向上を戦略投資に位置づ
け、「2030年までに経済規模K2,000億・輸出収⼊倍増・新規雇⽤100万⼈」を掲げ、輸出拡⼤・雇⽤
創出を推進

National Prosperity Through Growing the Economy」（経済成⻑を通じた国家の繁栄）
養殖政NFA所管 MTDPⅣ（中期開発計画）ツナ国内化政策

VDS PNA運営 PSMA2024加盟 経済特区SEZNFA戦略 2021〜2030

出典︓PNG業界地図 ⽔産分野 ver5（2026年5⽉）/ NFA / FIA PNG / FAO / TunaPacific FFA / WCPFC / MSC / SeafoodSource / EU Access2Markets
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整備モデル課題 ⽇本のビジネスチャンス

市場ポテンシャル

沿岸漁業のサプライチェーン（事例） 近年の動き︓製氷・冷蔵物流の整備で、沿岸漁獲物が地域消費から都市・輸出鮮⿂市場へ拡⼤

漁獲
マグロまき網・延縄が主軸（カツオ60〜70％）・VDS制度で外国船管理
沿岸漁業はコミュニティ漁業中⼼・約4,000集落・コールドチェーン課題
エビトロール漁業は国内資本7社・15ライセンス（外資は合弁のみ）

VDS下での操業権取得・現地／第三国（⽐・台等）との合弁で資源アクセス
沿岸向け 現地企業との連携による漁獲物保存機器の導⼊、
集⿂装置（FAD）・漁具・船舶資材の供給

養殖
内陸ティラピア・コイ池養殖が広域に普及（⼩規模漁業）
海藻養殖はカラギーナン原料・新規成⻑分野
飼料現地化・種苗供給・冷蔵輸送網の整備が成⻑を左右

低コスト飼料製造（ミニペレットミル）
優良種苗供給ビジネス
シーモス買付・乾燥・加⼯

加⼯
経済特区SEZ（Vidar 650ha）が「次の⽔産加⼯ハブ」として開発予定
ロブスターMSC認証取得済・対中華圏向け輸出ルート確⽴(2023年)
HACCP・MSC・PNAエコラベル等の認証対応が市場アクセス必須条件

⽸詰／ロイン加⼯設備・冷凍機・包装機械の輸出・据付・保守
⽔産物輸出、太陽光型製氷設備・⼩型冷蔵倉庫の輸出
HACCP・MSC認証取得⽀援、品質管理システム導⼊
SEZへの直接投資（合弁）

連産業
沿岸漁業向けの遠隔操業モニタリングシステムの導⼊の要求の⾼まり
⽔産養殖⽤の飼料⽣産
沿岸の冷蔵物流・氷製造施設・冷蔵トラック不⾜がボトルネック

GPSモニタリングによる漁獲情報収集のための機材やアプリ
飼料プラント⼯場の⽴ち上げ
現地運搬船の保冷庫
太陽光型製氷設備

輸出

EU-PNG EPAで関税フリー（上位5位の相⼿）
域内/ASEANも開拓（⽸詰ツナ世界市場は年約4%成⻑）
⽇本向け︓刺⾝マグロ（航空便）・冷凍ツナ・冷凍エビが安定需要。
⽇本・世界で需給ギャップが⼤きく、新たな供給先を必要とする海産物も対象
中華圏向け︓活ロブスター・⼲しナマコ（⾼単価商品）

刺⾝⽤マグロの直接調達契約・航空輸送スキーム構築
⼲しナマコ・冷凍ロブスターの⽇本市場展開・⼩売チャネル開拓
ソーシャルグッド型参⼊︓⼤学・⾃治体・地域漁業と連携し、未利⽤⿂のブランド化からコミュニティ
漁業の活性化までバリューチェーン全体を設計する産官学連携型モデル。

⽇本企業のビジネスチャンス市場展開⽅法分野

バリューチェーン強化策 市場展開・⽇本企業のビジネスチャンス

①漁獲
⼩規模漁業者・コミュニティ

②製氷
沿岸製氷設備で鮮度維持

③冷蔵輸送
冷蔵トラック・離島冷蔵船

④都市市場・加⼯拠点
鮮⿂・原料として処理

⑤プレミアム鮮⿂
都市部⼩売・輸出ニッチ

地⽅の氷製造施設・冷蔵庫・冷蔵トラック
・離島輸送が⼤幅に不⾜ 太陽光製氷＋⼩型冷蔵拠点で都市・輸出市場へアクセス可能に 太陽光製氷・⼩型冷蔵・冷蔵トラック供給、運搬船の保冷庫設置

出典︓PNG業界地図 ⽔産分野 ver5（2026年5⽉）/ NFA / FIA PNG / FAO / JICA / WCPFC / PNA / MSC / SeafoodSource

国家漁業庁 | ⽔産⾏政・ライセンス・VDS運⽤
📍 P.O. Box 2016, Port Moresby
📞 +675 309-0444 🌐 fisheries.gov.pg

漁業業界協会 | MSC認証推進・業界ロードマップ
📍 Port Moresby, NCD
📞—🌐 fia.com.pg

中⻄部太平洋まぐろ類委員会 | 国際資源管理
📍 Pohnpei, FSM
📞 +691 320-1992 🌐 wcpfc.int

投資促進庁 | 外資登録・SEZ政策
📍 Lv1 IPA Haus, Munidubu St, Konedobu
📞 +675 308-4420 🌐 ipa.gov.pg

Parties to the Nauru Agreement | VDS運営
📍 Majuro, Marshall Islands
📞 +692 625-7626 🌐 pnatuna.com

JICA PNGオフィス | 
📍 2F PWC Haus, Harbour City, Port Moresby
📞 +675 321-2677 🌐 jica.go.jp/png
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